
議案第４号 

 

 

都市基盤施策の充実強化について 

 

（新潟県市長会） 

 

 国土の均衡ある発展と活力ある地域社会を実現し、魅力と活力にあふれた地域づく

りを進めるためには、都市基盤施設整備の促進が求められている。 

 よって、国においては、次の事項について積極的な措置を講じられるよう強く要望

する。 

 

 

１ 公共事業の充実について 

 (1) 災害に強い都市基盤の計画的な整備に必要な公共事業予算を確保するとと

もに、建設産業の担い手確保を含めた施工確保対策を講じること。 

 (2) 既存公共施設等のストック効果を継続的に発揮し、新たに必要な社会インフ

ラを整備していくため、社会資本整備総合交付金をはじめとした各種補助制度に

ついて、十分な財源を確保し、適切な配分に努めること。 

 (3) 公契約において、適正な労働条件や賃金の支払いが確保されるよう必要な措

置を講じること。 

 

２ 道路整備事業の促進等について 

 (1) 定住促進や地域コミュニティの安定など、地方創生に資する市町村道の整備財

源を長期的・安定的に確保すること。 

 (2) 今後老朽化対策の徹底が必要となる橋梁・トンネル等の道路施設や公園施設の

点検、維持・補修、更新及び耐震化について、緊急度に応じた国費の交付率嵩上

げ、点検経費に係る地方債への起債充当の明確化などにより必要額が確保できる

よう、財政支援を拡充し地方負担を軽減すること。 

    また、道路の橋梁点検について、多大な財政負担が生じていることから点検間

隔を見直すこと。 

 (3) 地域高規格道路等の整備について、早期に重要物流道路指定を実施し、地域の

実情を勘案した整備を促進し、道路ネットワーク強化を図ること。 

また、新規事業採択時評価に当たっては、一律的な費用対効果だけに頼ること

なく、地域の特性を十分考慮したうえで評価すること。 

 

３ 公共交通施策の拡充等について 

 (1) 日常生活に必要不可欠な路線バス等の移動手段を持続的に確保するため、地域

公共交通確保維持改善事業について、十分な予算を確保することはもとより、バ

ス車輌の更新経費、インバウンド対応以外での交通系ＩＣカードシステム導入費

及び地方都市間における高速バス路線の維持等を対象とするとともに、地域の実

態に即して要件を緩和するなど、支援措置の拡充を図ること。 

 (2) 日本海国土軸の形成等に鑑み、北陸新幹線の敦賀までの整備促進、大阪までの



早期全通を図ることともに、東北日本海側に向かう羽越本線の高速化等を実現し、

列島横断軸として重要な役割を担う上越・北陸新幹線の利便性の向上を図ること。 

 (3) 第三セクター鉄道会社が今後も地域鉄道としての重要な役割を維持していく

ため、輸送の安全性向上に資する設備更新等に対し、十分な予算を確保するとと

もに、固定資産税等の特例措置を延長するなど、必要な対策を講じること。 

 (4) 地方空港の機能を強化するため、ＬＣＣなど、就航便の確保等を推進するとと

もに、空港施設及び周辺地域の総合的な整備を促進すること。 

    また、2020 年までとなっている訪日誘客支援空港の認定に伴う支援を拡充・

継続すること。 

 (5) 中山間地域における公共交通空白地域の解消のため、自動運転車両の導入や新

たな公共交通システムを構築するための調査研究と導入・運行に対する財政支

援制度を創設すること。 

 

４ 港湾・海岸の整備促進等について 

 (1) 災害時の緊急物資集積地等としての港湾機能を確保するため、離島の港湾施設

を含め、耐震化及び老朽化対策を促進すること。 

 (2) 日本海側港湾に観光立国による効果をもたらすため、クルーズ船誘致に資する

取組を推進すること。 

 (3) 海岸漂着物等地域対策推進事業について、安定的かつ継続的に対策を推進する

ため、必要な財源を確保すること。 

 

５ 下水道事業への支援について 

 (1) 下水道の公共的役割に対する国の責務として、下水道施設の老朽化に伴う改

修・更新に係る財政支援措置を継続すること。 

 (2) 下水道事業の高資本費対策に係る公営企業操出基準及び地方財政措置要件の

見直しを確実に行うこと。 

 

６ 水道施設整備事業等への支援について 

 (1) 上水道事業に統合する簡易水道事業も過疎対策事業債および辺地対策事業債

の対象事業とするとともに、経営統合にとどまる簡易水道事業について、財政措

置の拡充を図ること。 

 (2) 安全で安定した水道事業が継続できるよう、簡易水道事業統合が背景とする財

政基盤が脆弱な自治体の実情に応じた財政支援の拡充等を図るとともに、簡易水

道事業統合における水道施設整備事業について、簡易水道事業の採択要件及び一

般会計からの繰出基準を統合後も継続して適用すること。 

 

７ 豪雪地域の振興等について 

 (1) 市町村道の除排雪に要する経費について、社会資本整備総合交付金の交付基

準の緩和や特別交付税の措置率の拡充など、財政措置を拡充すること。 

   また、豪雪時には幹線市町村道除雪費補助の臨時特例措置などの更なる追加

支援を実施すること。 

 (2) 豪雪地で事業を営む事業者や進出を目指す企業の除雪・消雪経費に対する支援

策を講じること。 

 (3) 豪雪地域における住宅工事の着手が、雪解けの４月に集中していることから、



降雪期を含めて通年の工事着手が可能となるよう社会資本整備総合交付金の配

分方法を見直すこと。 

 (4) 積雪寒冷特別地域道路交通確保五箇年計画の策定に基づく、冬期間の道路交

通の確保に万全を期すとともに、平成 30 年度以降も除雪事業等に係る特例措置

を継続すること。 

 (5) 日常生活に大きな影響が生じるほどの大雪時の除雪業務が、可能な限り支障

なく行えるよう、当該業務に係る時間外労働の上限規制について弾力的な運用を

認めること。 

  (6) 豪雪は、緩慢かつ長期にわたる災害であり、交通網の寸断による経済社会活動

への影響や農業施設等への被害は甚大で、その被害の把握には時間を要するこ

とから、土砂災害対応等と同様に豪雪災害の激甚災害法への位置付けや災害救

助法の適用など、被害の実態を踏まえた災害対応法制度の拡充を図ること。 

 (7) 一般国道等において、豪雪時でも交通機能を安定的に確保できるよう、雪に強

い道路整備の促進や除雪体制の強化を図るとともに、除雪等事業に必要な財源

を確保すること。 

 

８ まちづくり等の推進について 

 (1) 連続立体交差事業及び関連するまちづくり事業について、所要額を確保すると

ともに、事業費を安定的に確保できる予算制度拡充を検討すること。 

 (2) 地方の市街地再開発事業が計画的に進捗するよう、社会資本整備総合交付金に

ついて、十分な予算を確保すること。 

 (3) 商店街の活性化や、空き店舗活用に積極的に取り組む都市自治体に対し、必

要な財政支援を講じること。 

 (4) 社会資本整備総合交付金における都市再生整備計画事業については、対象区域

の制限を見直すこと。 

 (5) 建築基準法施行令の現行基準適用前に設置されたブロック塀等について、震災

時の倒壊防止のための補強及び撤去等に対し、必要な財政支援を講じること。 

 

９ 空き家対策に対する財政支援について 

 (1) 危険な空き家等について、解体除却への助成とは別枠の緊急安全措置に係る費

用についてのメニューを創設すること。 

また、跡地利用に関して条件等を付けない補助制度を創設すること。 

 (2) 空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく特定空家等の強制撤去等にお

いて、回収不能となった費用に対し、財政支援措置を講じるとともに、都市自治

体の空き家対策を積極的に支援すること。 

 


